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r三旧学会雑誌」83卷3号 （1990年10月）

擬クーノレノー型寡占市場における 

過剰参入定理に関するノート *

竹 島 正 男

1. 序

鈴村 • 清 野 （1987)は， 擬クールノー型寡占 

市場における過剰参入定理，即ちある産業にお 

いて自由に企業の参入，退出を許した場合に利 

潤ゼロの条件によって定められる均衡企業数が, 

最適資源配分という見地からして政府によって 

定められる企業数を上回るということを証明し 

た。本稿はそこで定義されている均衡企業数が, 

経済にとって外生的与件とされる推測的変動を 

あらわすバラメータ一といかに関連づけられる 

かについて，明確にすることを目的とするもの 

である。我々は，推測的変動をあらわすパラメ 

一ターが均衡企業数に等しくなるまでは，均衡 

企業数がそのパラメ一 ターの増加関数であり， 

それ以降は減少関数になるということを証明し 

た。我々はまた推測的変動をあらわすバラメー 

タ一が均衡企業数の定数倍になるという例を構 

成して上記の論点を明確にすることを試みる。

ところで論文の題にある通り，「過剰」 参入 

定理というからには最適企業数の概念が明確に

されなけれはならないか，これには2 つの概念 
( 1)

がある。列挙するなら①限界費用価格形式原理

のもとで経濟厚生を最大にするよう定まる企業

数，②独占的企業の利潤最大化行動を前提にし

つつ経済厚生を最大にするよう定まる企業数と

いうことになる力;，①はある意味で最善の企業

数であり，②は次善の企業数としてとらえるこ

とができる。我々の以下での過剰参入の議論は

①の概念をベースにしつつ展開されるであろう。

以下第2 節で基本的モデルをま成し， 3 節で

基本命題を提示する。 4 節では簡単な例を構成

し，提示された定理の経済的含意について考察 
( 2 )

することとする。

2. 基本的モデル

同質的財を生産する寡産業のモデルを考え

る。 基本的構造は鈴村 • 清 野 （1987) と同一で
( 3 )

ある。産業には" 個企業が存在するものとし， 

iCiを第 ？' I I目の企業の産出高と考える。ここで 

Q =  S  とする。またすベての企業は同質的 

であるとする。費用関数，逆需要関数をCOcO,

* 本稿の作成にあたっては匿名レフ：リーより有益なコメントを頂戴した。ここに記して深甚の謝意を表す 

る。勿論，ありうべき誤譲はすべて筆者の責任に帰するものである。

注 （1) この点については，伊藤 • 清野 . 奥野 • 鈴村「産業政策の経済分析」第13章を参照されたい。

( 2 ) 一方，寡占市場の分析に際しては，推測的変動の他に共謀度の概念がある。これは総産出量の個別 

産出量に関する弾力性として定義されるがこの概念，更にそれを使用した比較静学分析については， 

例えぱ川又• 下村（1988)を参照されたい。

( 3 ) ここでは" を連続変数として考える。
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P ニ g C Q ) であらわす。 c ,  g は連続微分可 

能とする。かくして，第番目の企業の利潤は 

Iliix i]  Qd =  Xig(.Xi-{-Qd—C iX i ') (1)

ただし，ひ= © - a；i G '= l , ......., « ) であらわさ

れる。ここでe を，推測的変動をあらわすバラ

dn
dt

とするなら

一ターとする。すなわち
BQ
dXi

C i=l,

n)o Q iを与えられたもとでの，第 i 企業の利 

潤最大化を達成する産出高は， 以下の条件 

を満足する。

g(ixi+ Qd+eXi gXxi+ Qt) 一  C Xxi)=0

(2)

2egXxi+Qi')+£^ Xtg'Xxt+Qi)

— (3) 

ここで我々は以下を仮定する。

仮定 1

e ^ n 即ち擬クールノー 的推測

仮定 2

C '( a O > 0 及 び C ヴ（》)> 0  (すべてのだ>0 

に対して）

仮定3

いかなる企業の眼界収入も，他の企業による 

産出高総量の減少関数である。すなわち 

gXxi+Qi') + eXig^Xxi+Qi')<0(.i=^l, « ) 

(す べ て の Q i> 0 に対して）

ここで我々は e ^  « を満たすすべてのS (た 

だし £ さの， " に対して，以下の条件を満足す 

る対称的ナッシュ均衡が存在することを仮定す 

る。

gCnxCn, e')') + £xQn, e^gXnxCn, e))

— C 'ix (ji, e ))=0  (4) 

2egf'("a;(", e)) + e2a；("’ t)g"{/nxi.n, e))

— C"{.x(jn, O )< 0  (5)

(4). (5)は先の(2), (3)に対応するものである。 

さて企業の参入•退出は通常の産業組織論の

議論にならって，産業内の企業の獲得する利潤 

の正 . 負に従ってなされるものとする。即ち / 

を時間をあらわすものとし，
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w=ぴ{びGmjGz, t)')xQn, e)

-CQxin, 0 )}  (6)

となる。但しび> 0 は，調整係数としてみなさ 

れるであろう。か く し て 均 衡 企 業 数 は 以  

下の条件を満足するものとなる。

g(.ne(.£̂ xCne(.e'), e))a；(««(0 , 0

= CCa;(«e(e), e)) (7)

以下での我々の主要な検討課題は，このよう 

な形で定められる《« ( £ )力:，e の増大と共にい 

かに変化するかを把握すろことであって後半部 

の議論にとっては， "という想定は全く重 

要ではない。

n は，P = M C 即ち限界費用価格形成原理を 

政府が各企業に課すという制約のもとで，社会 

の総余剰を最大にする企業数である。式であら 

わすと以下のようになる。まず

gQn xC n)')  =  C 'C x ( .n )^  (8)

を 満 た す の も と で ，"を与えられたもと 

で社会の総余剰は最大化されている。 このホ 

( « ) に対して，《は更に総余剰を最大にするよ

5

_ ド("） __
W ニ a r g  max\ gOxOdx — n し 

«>0 ン 0

として定義される。n のもとで

q(ji 法0 0 ) ニ C 〔iKfO)/武巧) (9)

が成り立ち，政府が総余剰を最大にするよう企

業の参入規制を行った結果として，利潤はゼロ

となる。

3. 主要命題

以下では我々は" / (e )ニ dサ . の符号が， 

e との大小関係によっていかに変化する 

かを主として考察し， 更にまた系として " e〔£) 

の e に関する弾力性はいかなる値によって上服 

を画されるか，また自由参入均衡下の製品価格 

水準は e の変化によっていかに変化するか等に 

ついて検討するであろう。
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3 のもとで，《= « 8 (0 )が成立する。

a o

定理 1
仮定 1 '

証明

(4)で e =  0 とおくと

gin xi.fl, 0)) = C'(o；C«, 0))

が成立する。

ここで

KQ')=gint')—C'(S)

なるK X O を考えると， i T G X O であり，か 

くして，（8)でモ{：»)は唯一に定められることと 

なる。（8)とM の比較によって

ニ 0)  CU)

即ち抵測的変動がゼロのときの寡占市場におけ 

る産出高は，唯一に定まる限界費用価格形成原 

理を満足せしめる産出高と，相等しいというこ 

とが明らかとなった。

Wの定義，さらに01}を用いることによって 

gQn xCn')')xCn̂  ~ C C^C«))

= gCn xCn, 0')')x(.n, 0)

-CCxCn, 0)) = 0 03

を得るが，

M(") ニ xCn)')x(.n) — C Ĉ Cw))

とおけぱ

<dx

( 4)

M'Qn')=g'in まOO)2ボめ

を得る。

(8)より

d xCn) n

+ 1

dn xCn) 

が成立するから

n f  
n f '- C  ‘

>-：

M 'if iX O

0 となる。かくして《は唯一に定められる。一 

方, ⑫の第2 番目の等号により《«(0)が唯一に 

定められるのであるなら， ニ;?e(0) の成立が 

いえることとなる。ここで(7)より 

%'(0 =

aJeCWe(e), e)Se {F(Qe) + Se+ Le} ("8 (0  -  0

aK"e(e)’ e){SeLe + F ( Q J  + Se}

ただし

FCQe) ニ

ムニ1 _

QCWe(e), e V ,(© ("e O ), 0 )  

g ^ (Q U (e ), 0 )

C/'Gc("e(0, 0 )

s g '(Q ("e (0 . e))

dx xCn, e)

Se =
W-eCe)

り de e (F C Q )+ S  + L  

(ただし， S, L i t  を一般の"

でおきかえたものである）である。仮定2 より 

L e > 0及 び 1 > 0 また仮定3 より F (O 0  + 5e 

> 0 及 び ■F(Q) + *S>0更 に e = 0 の近傍では 

e< W e (0が成立するから " 《' > 0 が成立し，"e 

C o )は唯一に定められる。ゆえに，W =  «e(0)

証了

定理 2
仮定 2 〜 3 のもとで

"e '(e)§0 £き"6(e)

証明 

We'CO =

x X n e C s ) ,  ^ ')Se{FC Q e) +  Se +  L e ]〔" 《( £ ) —£) 

xQneC.^'), e) {SeLe +  F C Q e )  + 5el

より明らか。
( 5)

証了

注 （4 ) 限界費用連増という条件は，こ の f i の唯一性にとって決定的に重要である。 

( 5 ) 定理1 , 定理2 より《e<e)のグラフは図1の如く描くことができるであろう

かくして以下の議論では擬クールノー的推測という想定は，全く重要ではない

—— ■ 242 (7 2 6 ) ——



定理 1 により，推測的変動がゼロの場合，即 

ち完全競争的状況が支配する場合の自由参入下 

の均衡企業数が最適資源配分を達成する金業数 

に等しいことが明らかにされた。これを先の定 

理 2 の帰結と綜合して，我々は推測的変動をあ 

らわす正のバラメーターe が与えられたもとで 

定 ま る 均 衡 企 業 数 力 ; ，£ よりも大である 

場合に必ず過剰参入が生ずるということを明ら 

かにした。 ま た 更 に と な る S に対し 

ては推測的変動の増大に対して，参入企業数が 

減少することが明らかにされた。ここで問題は, 

果たして "eO) ニ e なる解が存在するか否かで 

ある。我々は補助定理においてそのことを示し 

ておこう。

補助定理

仮定 2, 3 のもとでe =  ；2e( > )を成立せしむ 

る S が存在する。

証明

まず £ニ； とおく。 これは産業内の各企業 

力;，産業内のゐだけの割合の企業が自分と同じ 

行動をとると想定していることを意味する。こ 

れを(4), (7)に代入して

gGiOOxCk))+knOc)xOc)g' QnOc)xOcy)

-C'(a；a)) ニ 0

gCn(ik')xQk')')xCk')= C CxCk')')

を得る。これは要するに自由参入下の均衡企業 

数と均衡産出量の決定式であるが，推測的変動 

をあらわすバラメーターに，eニ を 代 入 し て  

いる。上 2 式 を X , んで微分すれぱ 

I xg'Cnx') + kxg'Qnx) + knx^g"Qnx')

\g\nx')x̂

ng'(jix)+kng'(.nx')+kr^xg^'(jix')—C'(̂ x'y\ 

g'(jix')nx + gOnx)— C  ノ

/ dn \ f-nxgXnx ' ) '

V dx / V 0

を得るが，これよりいかなる， &に対しても， 

n 'ik ')が存在することが判明するため，陰関数

\dk 03

定理によって，《a ) が存在する。従って k = i 

とおけば，補助定理の主張はいえたこととなるC

証了

補助'定理によって定理2 の主張の基礎か固め 

られたといいうるであろう。

ここで若千興味をひく問題は自由参入均衡に 

おける総産出高が，推測的変動の増大に伴って 

増大するか否かということである力’、，実はそれ 

が減少するということを以下の系で明らかにす

( 6)

系

dQCue (e；) 

☆
<0

ただし =  0

証明

dQQnei^y)
de

= n J  -

-TIq sc +

Le \

'、f  C Qe) + Se + -£,e 

______HeX ____

(.F CQe) + Se + Le)

X

-F(Qe)+S«+Le

F(Qe) + & + ム

-(jttLe — 5e)

Sê fle 一 Le

neLe~^F(.Q^+fle
一 iSe ) <  0

IE 了

この結果により推測的変動の値が増大するに

つれて， 自由参入下の均衡企業数は£さ;?<^(0

が満たされる限りにおいて増大するが，各企業

毎の産出高は減少し，総体としての産出高も減

少することが判明した。かくして推測的変動が

増大したもとで，自由参入下の均衡での製品価
( 7 )

格水準は上昇することとなる。これは以下のよ 

うに言いかえることができる。即ち，最適資源 

配分を達成する状態，即ち；2«(0)のもとでは価 

格は限界費用と平均費用を等しくするところで

注 （6 ) 陰関数定理については高木貞治『解析概論』を参照されたい

243 (727')



定まるわけであって，価格は最低の平均費用に 

等しくなる。 ところが推測的変動の値の増大に 

伴って企業毎の産出量がw«(0) の状態に比して 

減少してゆけぱ，価格は平均費用曲線に沿って 

上昇してゆくこととなる。この帰結の背後には 

自由参入均衡の概念，即ち企業が，利潤がゼロ 

となるように価格を決定するという想定がある 

ことは言うまでもなかろう。

次に我々は《ズ£ ) の S に関する弾力性に'<5い 

て考察を行なう。

系 2 e > 0 のもとで

d n e ( / )  £
< 1 が成立する

証明

<0

が成立するため，ここでは 

明する。ここで

( V  - tie He

<1
de «e(e)

.ル、りy < 0 をIE

( " e , —  *Se)

< 0

がいえる<

IE 了

この主張により，
?2eCe)

のグラフは至る所

で右下がりとなることが判明した。

4 . 数 値 例

ここでは逆需要関数をgr(Q ) =  1 0 0 - 2 Q ,費

用関数をC(aO = が+ 6とおく。更に，推測的

変動 e を s =  とおく。 この場合は， 産業内

の企業が，全体のうちのの企業が自分と同

じような行動をするということを予想していろ

わけである力;，定理2 によればん= 1 のときに

参入企業数が最大となるのであって，各企業が

他の企業を自分と同質的であると予想する度合

が最大となるときに，参入の誘因が最大になる

のである。また各企業が，他の企業が自分の行

動を更に増幅a > i ) してとると予想する場合

に，参入の誘因がかえって弱まるということも
( 8 )

また，定理 2 によって明らかにされた。計算結 

果は以下の通りである。

k fie

0 1 9 .3

0 .0 1 23' 87

0. 25 131 .1

0 .5 1 8 1 .3

k fie

1 2 0 3 .6

1 .2 5 201

1 .5 195

注 （7 ) ここでは結局のところ，企業数の増大に伴って，総産出高が減少することとなるわけだが，一方， 

政府が非負利潤，及び服界費用値格形成原理を各寡占企業に課す場合には，企業数（産業内の）の増 

大に伴って，総産出高が増大することが容易にIE明できる。詳しくはHarris (1981)を見よ。

一方，系 1について述べるならぱ要するに各企業は£ が大きいときには，自らの産出量の増大が各 

企業の産出量の増大を誘発して結局のところ製品価格の下落を導くことを予想しその結果低い産出 

量に甘んじるということがいえるであろう。

( 8 ) ゐ (も）は* に関する増加関数である。これを，ここでHE明しておく。

dOctle.ilCj')
d k

ne\ 1 + -
g 'a — め

であるが，

ゐ< 1 の場合，上式は必らず正の値をとる。またたとえん> 1 であっても，分子の絶対値は分母の絶 

対値より小であるため，かくして，この例での推測的変動の値をあらわすk .n e O c )は k の増大とと 

もに増大してゆく。
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グラフは図2 のようになるであろう

〔図 2〕

清野一治，奥野正寛，鈴村與太郎（1988)『産業政策の経済分析』東京大学出版会 
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